 別添様式４
医療法施行規則附則第57条の２第１項各号に掲げる要件に
該当する旨を説明する書類（医療法施行規則附則第57条の２関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　法 人 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代 表 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　以下のとおり相違ありません。

	１　運営組織

	総　　　数

	理　事
	人

	監　事
	人

	社　員
	人

	出資者
	人


添付資料
　　○　役員名簿、社員名簿

２　役員等の選任方法（該当する項目欄の□にチェックすること。）

　　　□　すべての理事及び監事を社員総会で選任

３　経理内容（規則附則第57条の２第１項第１号イ及びハ）
	区　　　分
	社員、理事、監事、使用人その他の医療法人の関係者、株式会社その他営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体の利益を図る活動を行う者に対する特別の利益の供与の内容
	特別の利益供与

	施設の利用
	
	有　・　無

	財産の運用
	
	有　・　無

	金銭の貸付
	
	有　・　無

	資産の譲渡
	
	有　・　無

	財産の賃借等
	
	有　・　無

	給与の支給
	
	有　・　無

	債務の保証
	
	有　・　無

	公正な方法によらない契約の相手方選定
	
	有　・　無

	その他寄附・贈与等
	
	有　・　無


参考
　　○　社員、理事、監事、使用人その他の医療法人の関係者に対して、以下の事例に該当する場合で、社会通念上不相当と認められる場合には、特別の利益供与は「有」とすること。

	イ　法人の所有する財産をこれらの者に居住、担保その他の私事に利用させること。

	ロ　法人の余裕金をこれらの者の行う事業に運用していること。

	ハ　法人の他の従業員に比し有利な条件で、これらの者に金銭の貸付をすること。

	ニ　法人の所有する財産をこれらの者に無償又は著しく低い価額の対価で譲渡すること。


	ホ　これらの者から金銭その他の財産を過大な利息又は賃貸料で借り受けること。

	ヘ　これらの者からその所有する財産を過大な対価で譲り受けること、又はこれらの者から当該法人の事業目的の用に供するとは認められない財産を取得すること。

	ト　これらの者に対して、当該法人の役員等の地位にあることのみに基づき給与等を支払い、又は当該法人の他の従業員に比し過大な給与等を支払うこと。

	チ　これらの者の債務に関して、保証、弁済、免除又は引受け（当該法人の設立のための財産の提供に伴う債務の引受けを除く。）をすること。

	リ　契約金額が少額なものを除き、入札等公正な方法によらないで、これらの者が行う物品の販売、工事請負、役務提供、物品の賃貸その他の事業に係る契約の相手方となること。

	ヌ　事業の遂行により供与する利益を主として、又は不公正な方法で、これらの者に与えること。


４　報酬等の支給基準（規則附則第57条の２第１項第１号ロ）

　　（該当する項目欄の□にチェックすること。）

　　　□　理事及び監事に対する報酬等について、支給基準を定めている。
	
	支給基準の内容及び支給額

	理　事
	

	監　事
	


添付資料
　　○　理事及び監事に対する報酬等（報酬、賞与その他の職務遂行の対価として受ける財産上の利益及び退職手当）の支給基準
　　○　理事が使用人として給与、賞与等を受ける場合は、使用人の給与等の支給基準
５　遊休財産（規則附則第57条の２第１項第１号ニ）

	区　　　　　　　　　分
	金　　　　　　額

	Ａ　資産の総額
	円

	Ｂ　純資産の額
	円

	Ｃ　純資産の額の資産の総額に対する割合（Ｂ／Ａ×１００）
	％

	Ｄ　控除対象財産の帳簿価額（イからホまでの合計額）
	円

	イ　本来業務の用に供する財産
	円

	ロ　附帯業務の用に供する財産
	円

	ハ　イ及びロに掲げる業務を行うために保有する財産
	円

	ニ　減価償却引当特定預金
	円

	ホ　特定事業準備資金
	円

	Ｅ　遊休財産額（（Ａ－Ｄ）×Ｃ）
	円

	Ｆ　事業費用の額
	円


添付資料
　　○　直近に終了した会計年度の貸借対照表及び損益計算書
６　法令違反（規則附則第57条の２第１項第１号ホ）
	区　　　分
	事実の有無
	具　体　的　な　内　容

	医療に関する法令違反
	有　・　無
	

	都道府県知事から改善勧告を行われたが是正されていない事項（勧告に反する開設、

増床、種別変更含む）
	有　・　無
	

	帳簿書類の隠ぺい、

仮装
	有　・　無
	

	その他公益に反する

事実
	有　・　無
	


７　収入金額（規則附則第57条の２第１項第２号イ）
	病院、診療所、介

護老人保健施設及び介護医療院等名
	区　　　　分
	支払基金等から

受けた収入金額
	患者から受けた

収　入　金　額
	収入金額計
	診療

割合

	
	社会保険診療
	円
	円
	円
	％

	
	労災保険診療
	
	
	
	

	
	健康診査
	
	
	
	

	
	予防接種
	
	
	
	

	
	助産
	
	
	
	

	
	介護事業
	
	
	
	

	
	障害福祉事業
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	
	社会保険診療
	
	
	
	

	
	労災保険診療
	
	
	
	

	
	健康診査
	
	
	
	

	
	予防接種
	
	
	
	

	
	助産
	
	
	
	

	
	介護事業
	
	
	
	

	
	障害福祉事業
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	
	社会保険診療
	
	
	
	

	
	労災保険診療
	
	
	
	

	
	健康診査
	
	
	
	

	
	予防接種
	
	
	
	

	
	助産
	
	
	
	

	
	介護事業
	
	
	
	

	
	障害福祉事業
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	合　　　　計
	社会保険診療
	
	
	① 　　　　　　　
	⑨　　　

	
	労災保険診療
	
	
	② 　　　　　　　
	⑩　　　

	
	健康診査
	
	
	③ 　　　　　　　
	⑪　　　

	
	予防接種
	
	
	④
	⑫

	
	助産
	
	
	⑤ 　　　　　　　
	⑬　　　

	
	介護事業
	
	
	⑥
	⑭

	
	障害福祉事業
	
	
	⑦
	⑮

	
	その他
	
	
	⑧ 　　　　　　　
	

	
	計
	
	
	
	100.0％


　（記載上の注意事項）

(1) 直近に終了した会計年度の診療等について、病院、診療所、介護老人保健施設及び介護医療院等の別に記載すること。

(2) 合計①～⑧の合計額が、損益計算書の本来業務事業損益、附帯業務事業損益にかかる事業収益の合計額と一致すること。
７－２　労働者災害補償保険法による患者の診療報酬

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）に係る患者の診療報酬が社会保険診療と同一の基準により計算するか否か、いずれか該当する項目欄の□にチェックすること。

　　　□　同一の基準による

　　　□　同一の基準によらない

７－３　健康診査に係る収入の明細
	健康保険法
	円
	学校保健安全法
	円

	船員保険法
	円
	母子保健法
	円

	国民健康保険法
	円
	労働安全衛生法
	円

	国家公務員共済組合法
	円
	高齢者の医療の確保に関する法律
	円

	地方公務員等共済組合法
	円
	
	

	私立学校教職員共済法
	円
	
	

	計
	円
	計
	円

	
	
	健康診査に係る収入合計
	⑯　　　　　　　　円


　（記載上の注意事項）

○　③が⑯と一致すること。

７－４　予防接種に係る収入の明細

	定期の予防接種等
	任意の予防接種のうち告示に定めるもの

	定期接種
	円
	麻しん
	円

	臨時接種
	円
	風しん
	円

	
	円
	インフルエンザ
	円

	
	円
	おたふくかぜ
	円

	計
	円
	計
	円

	
	
	予防接種に係る収入合計
	⑰　　　　　　　　円


　（記載上の注意事項）

○　④が⑰と一致すること。

７－５　助産に係る収入の明細

	
	分娩件数
	助産に係る収入金額

	自由診療のうち助産にかかる収入
	⑱　　　　　　　　件
	⑲　　　　　　　　円

	分娩件数（⑱）×５０万円
	
	⑳　　　　　　　　円


　（記載上の注意事項）

○　⑤が⑲又は⑳の金額のうちいずれか低い方の金額と一致すること。

添付資料
　　○　診療報酬規程
７－６　介護保険法のサービス・事業（社会保険診療に含まれるものを除く）に係る収入の明細
	第二種社会福祉事業
	社会福祉事業以外

	居宅サービス事業
	円
	居宅サービス事業
	円

	地域密着型サービス事業
	円
	地域密着型サービス事業
	円

	介護予防サービス事業
	円
	介護予防サービス事業
	円

	地域密着型介護予防サービス事業
	円
	
	円

	
	
	
	

	計
	円
	計
	円

	
	
	介護事業に係る収入合計
	㉑　　　　　　　　円


　（記載上の注意事項）

○　⑥が㉑と一致すること。

７－７　障害福祉サービス・事業（社会保険診療に含まれるものを除く。）に係る収入の明細
	障害者の日常生活及び社会生活を
総合的に支援するための法律
	児童福祉法

	介護給付費
	円
	障害児通所給付費
	円

	特例介護給付費
	円
	特例障害児通所給付費
	円

	訓練等給付費
	円
	障害児入所給付費
	円

	特例訓練等給付費
	円
	特定入所障害児食費等給付費
	円

	特定障害者特別給付費
	円
	障害児相談支援給付費
	円

	特例特定障害者特別給付費
	円
	特例障害児相談支援給付費
	円

	地域相談支援給付費
	円
	
	

	特例地域相談支援給付費
	円
	
	

	計画相談支援給付費
	円
	
	

	特例計画相談支援給付費
	円
	
	

	基準該当療養介護医療費
	円
	
	

	地域生活支援事業
	円
	
	

	
	
	
	

	計
	円
	計
	円

	
	
	障害福祉事業に係る収入合計
	㉒　　　　　円


（記載上の注意事項）

○　⑦が㉒と一致すること。

８　自費患者に対し請求する金額（規則附則第57条の２第１項第２号ロ）
診療収入について、自費患者に請求する金額は、社会保険診療と同一の基準により計算するか否か、いずれか該当する項目欄の□にチェックすること。

　　　□　同一の基準による

　　　□　同一の基準によらない

添付資料
　　○　自費患者に対する請求金額の計算方法に関する規程等

９　医療に係る経費等（規則附則第57条の２第１項第２号ハ）
	病院、診療所及び介

護老人保健施設・介護医療院名
	医療診療により

収入する金額
（Ａ）
	患者のために直接必要な経費の額
	割　合

Ａ／Ｂ

	
	
	医師、看護師等

の給与
	医療の提供に要

する費用（投薬

費を含む）
	合　　　計

　　（Ｂ）
	

	
	円
	円
	円
	円
	％

	
	
	
	
	
	％

	
	
	
	
	
	％

	合　　　計
	㉓　　　　　
	
	
	㉔　　　　　
	％


　（記載上の注意事項）

(1) 直近に終了した会計年度の診療について、病院、診療所、介護老人保健施設及び介護医療院等の別に記載すること。

(2) 医療診療により収入する金額合計㉓が、損益計算書の本来業務事業損益にかかる事業収益の金額と一致すること。

(3) 患者のために直接必要な経費の額合計㉔が、損益計算書の本来業務事業損益にかかる事業費用の金額と一致すること。
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